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1. はじめに 

 筆者は環境政策分野で、これまで行政や市民の取り組

みに関与しながら研究を行ういわゆるアクションリサ

ーチを行ってきたが、幾度となく壁にぶつかり、近年は

当事者として参加しながら観察し研究するいわゆる参

与観察に傾注している。そこで本稿では筆者が行ってき

た環境政策や環境教育に関する研究内容や経緯につい

てレビュー（自己評価）したうえで、その限界や壁を乗

り越えるために行っている模索について紹介する。 

 

2. 環境自治体会議の活動からみた環境政策課題の変遷 

地球サミット後の約 20 年、市民による社会変革、す

なわち“市民が政策を決め、社会を動かす”ことが起こ

ってきたといえる。私が実践活動の基盤としてきた環境

自治体会議も、事務所を市民運動全国センターの中に居

を構え、市民社会を指向する個人や団体の情報共有の拠

点となった。第Ⅰ期（1992-2001 年）では、環境自治体

会議の全国大会が活動の中核であったが、2000 年には水

俣の全国大会でゆるやかな共通目標を設定し、付属機関

として環境政策研究所を設立し、目標の進捗管理の結果

を環境自治体白書に掲載するようになった 1)。第Ⅱ期

（2002-2011 年）は「市民社会」の実現とともに「政策

決定の高度化」を指向した時期であり、市民主体の政策

マネジメントのしくみである「LAS-E」を開発した。1990

年代後半から始まった政策マネジメントの普及は、ネガ

ティブチェック部門とみられがちだった環境行政が、一

気に主役になるチャンスであったが、残念ながら一部自

治体でしか実現しなかった。一方経済のグローバリゼー

ションは一層進み、国内の産業の空洞化や財源移譲を伴

わない三位一体改革が、特に地方都市や農山村の体力を

奪っていた。そして第Ⅲ期（2012 年-）は、2011 年の東

日本大震災を契機に、地域の自治・自立能力を高め、地

域内調達・地域内循環を進めることの重要性が認識され、

政府の地方創生戦略と相まって、環境問題解決とコミュ

ニティ維持や経済活性化を同時に進める機運が高まっ

た。環境自治体会議もこれに合わせるように、環境自治

体づくりから持続可能な自治体づくりへとミッション

を拡大した。 

3. アクションリサーチによる政策立案・評価とその限界 

 このような環境自治体会議を活動の核として、筆者は

長年、活動をしつつそれを対象とした研究、すなわちア

クションリサーチを行ってきた。筆者の研究は①環境計

画・政策の策定や運用を支援する論考、②環境状況や政

策効果の定量化を通じた地域課題抽出や政策評価を支

援する研究に大きく分けられる。以下、その内容につい

て述べる。 

3.1 計画策定・政策選定に寄与する論考 

 環境基本計画、総合計画、ローカルアジェンダ、温暖

化実行計画や推進のためのパートナーシップ組織の特

徴を分析したり、現状と課題、策定・運用上の留意点な

どを整理した論考 2)、計画の進捗管理手法やマネジメン

トシステムに関する論考 3)があげられる。 

これらの知見をもとに、個別施策を持続可能性の視点

からチェックし改善し、自治体の総合計画を「持続可能

な地域づくり計画」に変えていくことや、EMS（環境マ

ネジメントシステム）における市民参画や行政評価シス

テムとの統合をたびたび訴えた。これらのうち実際にそ

れが実を結んだのは LAS-E という市民による監査を義

務化した自治体専用の EMS 規格を自ら開発し、環境自

治体会議の会員自治体に適用したことのみであった。 

3.2 環境状況や政策効果の定量化に関する研究 

筆者はまた、CO2 排出量や再生可能エネルギーポテン

シャルの推計や地域類型化、環境指標や地域の持続可能

性指標の開発などの研究を長年行ってきた 4)。自治体が

行財政改革を迫られる中、指標を用いた客観的・科学的

な政策選定や評価を行うことの必要性は高まり、時宜に

かなった研究を行っているという自負があった。これら

は環境省や総務省の研修所や自治体の職員研修で紹介

したり、計画策定委員会や環境自治体会議として計画策

定を受託した折に適用を試みてきたが、採用されない、

あるいは長続きはしなかった。行政職員が自前でできず、

実施できる職員がいたとしても数年経つと異動してし

まうからである。また、自治体内にはマスタープランや

マネジメントシステムが乱立し、庁内に多数の帳票が出

回り、職員負担を増大させており、そこに輪をかけて新

たな評価手法を取り入れるのは不可能な状況であった。 
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4. 地域課題の解決策の発見とその実現の壁 

4.1 環境政策から持続可能な地域づくりへ 

そのような中、愛媛県内子町の内子保育園との出会い

がアプローチを変えた。内子保育園は園児数が約 90 名

と町内最大の園であるが、2012 年度から「エコ見回り隊」

と称し、年長児が各部屋の電気・紙・水をチェックし記

録するという活動を実践していた。それを目の当たりに

して刺激され、2013 年にサバティカルを取得し、内子町

役場に机を置かせてもらった。内子町は町並保存、水質

浄化、農産物加工販売など全国でも有数の地域づくりを

実施しているにもかかわらず、人口減少や高齢化が進ん

でいる。若年層の地域への愛着を高め、雇用の場を確保

することが至上命題であり、そのためにどのように環境

資源を活かしうるのかという視点で環境政策を見るよ

うになった。地域課題についてこれまで表面的にしか理

解していなかったのが、例えば”〇〇さん”、”× ×集落”を

思い浮かべながら認識できるようになり、問題解決につ

ながる本当のアイデアが思い浮かぶようになった。 

4.2 アイデアを実現するための模索 

しかし、さまざまなアイデアが浮かんでも、それを実

行しようとするたびに、実施するには乗り越えなければ

ならない壁が何重にもあることを実感した。行政の意思

決定のしくみなどに、現在も跳ね返され続けている。 

 また、理想の取り組み実現のために相手に協力を求め

るのではなく、まず相手のしていることに協力すること

から始めることの重要性も学んだ。ソーシャルキャピタ

ル論は理屈では理解していたが、相手の信頼を得ると、

聞き耳を持ってくれ、協力をしてくれるようになること

を実感した。さらに、2013 年に内子町でサポートした延

べ 30 カ所で、環境教育・ESD の実践活動ができるよう

になったプロセスを表 1 に分類したが、実施につながっ

た理由は多様であり、一般化できないことも体験した。 

表 1 環境教育・ESD 活動のきっかけ(2013 年) 

合計
個別営
業・個人
の信用

他組織・
個人の紹

介

前年度ま
での実績

会合・研
修会で呼
びかけ

庁内掲示
板で呼び
かけ

職場別目
標で設定

30 9 6 3 5 13 11  
 

5. アクションリサーチから参与観察へ 

さらに内子町での活動を通じ、政策効果の分析にはま

ず個の分析が必要だと言うことに気づいた。統計処理に

気をとられすぎて、表面的な因果関係しか見えておらず、

その取り組みがなぜできたのか、あるいは、どうしたら

できるのかが見えていなかった。吉本哲郎氏（地元学主

宰、元水俣市役所職員）は環境自治体会議ひおき会議

(2012 年)の全体会で用いた「一即全」という言葉は、「個」

こそが全体を表しており、普遍性とは個の中に見いださ

れるという意図であるが、これが筆者の研究アプローチ

に大きな影響を与えた。非構造化インタビューはもちろ

んのこと、社会学、民俗学や文化人類学で行う“参与観

察”の手法を用いるようになった。仕事を手伝いながら、

子どもたちと遊びながら、その言動を観察したり、雑談

の中からキーワードを発見するのである 5)。このアプロ

ーチでは有益な情報を得るのに大変な時間がかかる。年

10 回以上通い、給食を一緒に食べ、一緒に遊び、時々エ

コ学習やエコゲームを行わせてもらって、ひとりひとり

の子どもたちの成長を目で見て観察するとともに、感想

文や絵日記を収集してようやく学習の効果の分析がで

きるかどうかなのである。内子高校の総合学習でも、高

校生の地域づくりの提案を実現するところまで協力し

たことで、効果を把握できる情報収集が可能になった 7)。 

 

5. むすび 

 本稿では環境自治体づくりをライフワークとする筆

者が、壁を乗り越えるために行っている日々の模索につ

いて紹介したが、これらは”実践する”研究者に共通す

る悩みであろうと思う。社会変革につながるか否かを 10

年後に判断いただけるよう、活動を続けていきたい。 
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